様式第６号（第10条関係）

令和　  年    月    日

門真市長　宮本　一孝　様

住　　　所　〒

名　　　称　　　　　　　　　　
（個人事業主の場合は屋号を記載）

代表者役職　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　
門真市女性雇用環境整備補助事業変更（中止）承認申請書
令和　年　月　日付け門市産第　号により交付決定を受けた門真市女性雇用環境整備補助事業補助金について、補助事業を変更（中止）したいので、門真市女性雇用環境整備補助事業補助金交付要綱第10条第１項の規定により、以下のとおり関係書類を添えて申請します。
１　変更後の補助金申請額等

	補助金変更交付申請額
	金　　　　　　　円

	補助事業の実施期間
	　年　月～　　年　月


２　変更の概要
	


３　変更の理由
	


４　事業計画（変更後）
　⑴申請者の概要

	名称
	

	本社所在地
	

	主たる業種
	

	補助事業を実施する事業所の所在地及び名称
	（所在地）門真市
（名称）


	設立年月（個人の場合は創業年月）
	　　年　月
	市内での事業開始年月
	　　年　月

	事業担当者
	部署名
	

	
	職名
	

	
	氏名
	

	
	連絡先
	（電話）
（電子メールアドレス）

	企業等全体における常時雇用労働者数（前年度３月31日時点）
	　　　　　　　　　　人
内、女性　　　　　　人

	補助事業を実施する事業所における常時雇用労働者数
（前年度の３月31日時点）
	　　　　　　　　　　人
内、女性　　　　　　人

	前年度における求人応募者数（補助事業を実施する事業所の採用分に限る）
	　　　　　　　　　　人
内、女性　　　　　　人

	補助事業を実施する事業所における常時雇用労働者の新規雇用状況（実績及び予定）
	申請年度の４月１日～３月31日
	（実績）　　　　　　　人
内、女性　　　　　　　人

	
	
	（予定）　　　　　　　人
内、女性　　　　　　　人

	
	翌年度の４月１日
	（予定）　　　　　　　人
内、女性　　　　　　　人

	女性活躍推進のための事業（セミナー等）の参加又はインターンシップ受入れ（予定）概要
	事業等の名称


	
	事業等の内容



	
	実施（予定）日
　　年　月　日

	補助事業を実施する事業所における女性雇用環境整備に関するこれまでの取組の有無及びその内容等
	□有・□無（該当する方に☑）


	
	（有の場合、その概要）


	
	（有の場合、その実施期間）
　　年　月～　年　月

	
	（有の場合、上記実施期間開始以前直近１年間における女性求人応募者数（補助事業を実施する事業所の採用分に限る））　　　
　　　　　　　　　人

	
	（無の場合、前年度（４月１日～３月31日）における女性求人応募者数（補助事業を実施する事業所の採用分に限る））　　
　　　　　　　　　人


⑵補助事業の内容等
	①女性雇用推進に関する基本的な方針・取組状況

	（方針）
（取組状況）


	②補助事業の背景・目的

	（背景）
（目的）


	③補助事業の内容

	（ハード事業）


	（ソフト事業）


	④補助事業実施のスケジュール

	

	⑤補助事業実施によって見込まれる成果

	


５　補助事業の収支予算（変更後）
（収入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項目
	予算額
	内訳

	門真市補助金
	
	

	自己資金
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	収入合計
	
	


（支出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項目
	予算額
	内訳

	ハード事業
	設計・工事等委託費
	
	

	
	備品購入費
	
	

	
	
	
	

	ハード事業合計
	
	

	ソフト事業
	講師謝金
	
	

	
	施設等借上費
	
	

	
	研修委託費
	
	

	
	研修参加費
	
	

	
	コンサルティング委託費
	
	

	
	
	
	

	ソフト事業合計
	
	

	支出合計
	
	


（記載要領・注意事項）
　⑴　事業を中止する場合は、１～５の項目は削除し、６に掲げる添付資料の提出は不要とする。
　⑵　事業を変更する場合は、変更しようとする箇所に下線を付すこと。
　⑶　変更に係る事業については、必ず変更承認後に着手すること。
　⑷　変更により補助対象経費が増額になった場合においても、補助限度額は当初の交付決定額とする（門真市女性雇用環境整備補助事業補助金交付要綱第10条第２項）。
６　添付書類
　⑴　発行後３箇月以内の履歴事項全部証明書（法人の場合に限る。また、当初申請後に履歴事項の変更があった場合に限る。）
　⑵　補助事業の内容がわかるもの（仕様書、図面等）及び見積書の写し（変更に係る事業に限る。）
⑶　補助事業を実施する箇所の現況写真（ハード事業に限る。また、変更に係る事業に限る。）
　⑷　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
